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１．はじめに  

 IPCC 第四次レポートで将来的な海水順予測の不確定性の大きな原因となっていた

のは南極氷床の質量収支変動である。近年の衛星観測の発展により、南極氷床全体で

の質量収支が負であり、減少速度も加速していることがわかった 1)。近年は沿岸部、棚

氷での表面、底面融解が活発化しており、特に底面融解量の上昇で棚氷が薄くなって

氷床を抑える力が減少することによって内陸からの流出が促進されているとされる 2 )。

これは先に挙げた海水準予測の不確定性に影響をあたえたものの一つである。  

 このように棚氷底面での底面融解プロセスは南極氷床の質量収支の解析には非常

に重要だが、それが分かりだしたのはごく近年である。棚氷底面での融解量を海洋モ

デルで見積もった研究ではその量は 800Gt～1600Gt 3)  4 )などとなっている。最新の衛星

観測によると底面融解による損失は 1300Gt、カービングによる損失は 1000Gt 程度な

ので半分以上が底面融解によるものだとされている 5)。南極氷床の将来予測のためのモ

デル研究の一つに SeaRISE 実験がある 6)。この実験では氷床表面の温暖化による融解

の効果、底面すべりの変化による氷床の加速の効果、棚氷底面の融解による内陸氷床

の加速に分けた実験を行った。この結果、棚氷融解による氷床量の減少が大きい効果

であるとわかったが、この実験では棚氷の融解量が非常に単純に設定されている。  

 こうした将来予測実験のためには棚氷の底面融解の気候分布を氷床モデルの入力

にすればよいのだが、接地線やカービングフロントの変化により棚氷の領域が変化す

るために、融解量が定義できていない点が生じてしまう。また別の方法として海洋モ

デルと氷床モデルを結合することも一つの手法だが、時間スケールが異なるために現

実的には難しい。典型的な時間スケールは氷床では 1 万～10 万年、棚氷では 100～1000

年であり、海洋の時間スケールは 1 年程度となる。また、海洋モデルは領域の変化を

扱っていないために双方を完全に結合させるのは難しい。こうした問題を解決するた

めの方法の一つが、棚氷の下の融解量について物理的妥当性を持った簡略化したパラ

メタリゼーションを行うことである。  

 棚氷の下での融解の影響を氷床モデルに導入する試みはこれまでもなされてきた

7)。しかし、これらの見積もりは棚氷全域に一様に与えるなど、物理的に妥当でないも

のもあった。一方で海洋循環の研究でも棚氷下の熱交換を見積もるパラメタリゼーシ

ョンの研究が行われてきた 8 )。本研究では Beckmann and Goosse (2003)らの棚氷底面

の融解量見積もりを応用し、さらに海洋モデルを利用して融解量 9)の特徴を考え、氷床

モデルのためのパラメタリゼーションの開発を行う。  
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図 1.棚氷底面融解量と底面の深度の分布図 

２．手法  

Beckmann and Goose (2003)は棚氷と海洋の間全体での熱フラックスを考察し、全体

の熱量は以下のようになると考えた。  

                                      Qnet = ρwCpwγt(T
∗ − Tf) 

ここで、Qnetは棚氷と海洋の間の熱フラックス、ρwは海水の密度、Cpwは海水の比熱、

γtは熱交換係数である。また T*は棚氷外部の海洋の温度、Tfは棚氷下の融解点の温度

である。この場合の棚氷全体での融解の総量は下記のようになる。  

                                               m = Qnet/ρiL 

ここで m が融解速度、L は融解潜熱、ρiは氷の密度である。  

 この融解量は T*の範囲が少なければ温度に対して線形であるが、南極の広い範囲の

棚氷下のことを考える場合には広い範囲の影響を考える必要があり、融解量は温度に

対して非線形になる 1 0)。これに対応するため、熱交換係数をその場所の強制力に依存

するような係数Ωをかけて、融解量を温度に対するヘビサイド関数にする。この研究

ではこの係数の値がどのようになるかを、海洋モデルによる底面融解量分布を参照し

て検討した。  

  

３．海洋モデル解析と考察  

  棚氷下の融解点温度が圧力に依

存するため、水圧の高い深部での融

解量が高くなる。Galton-Fenzi によ

る海洋循環モデルにより見積もら

れた棚氷底面の融解量をそれぞれ

の深度ごとに分けると、図１のよう

になる。これを見ると、深部での融

解量が高くなる一方、浅い部分の大

きな融解量を持つことがわかる。ま

た、棚氷下の大部分の点では年間の

融解量が 1m/a に満たないというこ

とも分かった。  

 さらに海洋モデルによる南極全体

の底面融解量について、年融解量が

1m/a を超える所に色付けし、それ

以外の部分と分けると図 2 のよう

になる。これを見ると、棚氷融解量

が高い点は深い接地線付近と棚氷

の先端部（氷山分離域）に分けられ、それ以外の部分は融解、再凍結量が限られるこ

とが分かった。  

こうした氷山分離域の高い融解量の原因は幾つかのことが考えられる。棚氷下での  

熱交換量は境界層と棚氷底面の温度差と、境界層での海水の摩擦速度に比例すると考

えられる。この摩擦速度というのが上に述べた熱交換係数を変化させるものである。  

このことから考えると、夏季の海面水温の上昇、風応力による表面部での混合などが

高い融解量の原因であろう。  
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図２．海洋モデルでの見積もりで底面融解量が 1m/a 以上の地点の分布 

図３．パラメタリゼーションにより見積もられた南極氷床全体の棚氷底面融解量  

 以上のような結果を踏まえて、棚氷域を接地線付近、氷山分離域、それ以外の部分

の三つに分けてγの値を変えることでパラメタリゼーションを行った。南極の棚氷の

地形にあてはめた結果が図３である。この結果を見ると、海洋モデルで現れるような

棚氷の融解量分布が再現出来ている。また、棚氷下の融解量の積算値は 1457Gtであり、

衛星観測の結果に比べても妥当な量となっている。  

 

４．結論  

 棚氷底面の融解量のパラメタリゼーションのために海洋モデルで見積もられる融解

量を解析した。この結果接地線付近、氷山分離域での高い融解量が見積もられた。棚

氷底面での融解量が外洋との温度差と、その場所での摩擦速度に依存することから、

これらが高い両区間で高い融解量となると考えられる。融解量のパラメタリゼーショ

ンを３区間に分けて行ったところ、妥当な底面融解量を得る事が出来た。  

 本質的には接地線付近で融解量が高くなる原因と、氷山分離域で融解量が高い原因
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は同じではない。前者の原因は接地線付近が深く、融解点温度が高くなること、キャ

ビティが狭くなって流速が上がること、下面から棚氷に入り込んだ暖かい水が初めに

ぶつかる点であることが要因となるだろう。一方で氷山分離域では、表面の温かい水

の一部が直接棚氷下に潜り込むことが原因であると考えられる。この場合境界層の厚

さや表面風速、潮汐や海氷のでき方など多くの要因に左右される。これらを分けた設

定を行うことが課題である。氷山分離域の融解について海洋循環の観点からはどれだ

け暖かい渦が大陸棚付近まで入り込んで来て、そこに何らかのパターンがあるかを解

析できれば南極海の循環の解明にも繋がり、融解量のパラメタリゼーションの観点か

らも各領域での融解量分布の設定にも役立つだろう。  
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